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特記仕様書 

                              

１．件  名  橿原公苑地図訂正等嘱託登記業務 

 

２．履行場所    奈良県橿原市畝傍町外 

 

３．履行期間    令和６年７月２９日（予定）～令和７年３月２１日 

 

４．本業務は、奈良県立橿原公苑において公共事業の施行に伴い必要となる土地等を取得するにあ

たり、当該土地等の調査・測量及び取得した土地の表示に関する登記の嘱託或いは当該区域の地図訂

正等に関する業務を行うものである。 

 

５．業務種別は調査業務、申請手続き業務、地図訂正業務を主とし、用地測量は奈良県地

域創造部スポーツ振興課が実施した（又は実施しようとする）成果品を基に、境界点確

認、引照点確認等を行ったうえで、地積測量図を作成するものとする。 

 

６．当該業務において、大規模な地図訂正業務等必要なことが明らかになった場合は速や 

かに発注者に申し出て、指示を受けなければならない。  

 

７．本業務の範囲は奈良県地域創造部スポーツ振興課内で閲覧に供する図面に基づくもの

とする。ただし、図面の範囲を超えなければ業務の遂行に支障がでると思われるときは

監督員に申し出て、指示を受けるものとする。 

 

８．本業務の着手前に嘱託登記計画書及び業務数量予定書（当初協議用）を作成して、発 

注者と業務内容を確認のうえ履行期間内に業務を終了するように努めなければならな

い。 

 

９．土地等のへ立ち入りに際しては、権利者、占有者と良好な関係を築かなければならな

い。立ち入りに不備があった場合は責任をもって善処しなければならない。 

 

１０．本業務の履行にあたっては、「不動産登記等業務（表示関係）共通仕様書」による

ほか本特記仕様書によるものとする。 

 

１１．「１件」とは、登記の目的、権利者、義務者、原因及び日付等が同一の場合で、不

動産１個を基準とした申請の場合をいうものとする。 

 

１２．現地調査費の項目の「事前調査」とは１０筆毎を１件とする。 

 

１３．「１通」とは、謄抄本の交付等について請求及び受領行為を一連のものとしてとら
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え、その１通当たりの報酬とする。 

 

１４．発注者の求めにより、作成した電子データを提出しなければならない。 

 

１５．本業務の実施にあたり疑義が生じた場合は、その都度委託者と協議をして定めるも

のとする。 

 

１６．不動産登記等業務委託契約書別紙業務委託単価 ５．日当により、日当が必要な場

合はその理由を書面で提出しなければならない。 

 

１７．履行期限内に業務が完成せず、次年度に残業務を完成させる必要がある場合は別途  

指示を行う。 

  

１８．当該業務と平行して測量業務等を実施するため、密に連携を取り、現地作業及び業

務成果については相互協力をし、業務を遂行するものとする。 


